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発達障害を含め障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視
点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難
を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの。

○特別支援教育の対象児童生徒の増大

・平成10年度から平成20年度にかけて、特別支援学校に在籍す
る幼児児童生徒数は、約３０％増、小・中学校の特別支援学級
在籍者は約８０％増、通級指導対象者はほぼ倍増（全幼児児童
生徒数は、約13％減）。

○幼稚園、小・中学校、高等学校における校内支援
体制の整備

・小・中学校→一人一人に応じたきめ細やかな支援の充実

・幼稚園、高等学校→全般的に体制整備に遅れ

○一人一人の教育的ニーズに応じた教育の実現

・個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成

○教員の専門性の向上

・障害の重度・重複化、多様化等に対応した専門性の確保、向上

○幼・小・中・高等学校等の特別支援教育体制の整備(平成23年度予算額)

・特別支援教育総合推進事業（253百万円）

○特別支援教育に係る人的環境の整備（平成23年度予算）

・特別支援教育の充実のための定数措置

・特別支援教育支援員(地方財政措置：Ｈ１９年度～公立小・中学校、

Ｈ２１～公立幼稚園、H23～公立高校）

○特別支援学校の大規模化・狭隘化への対応

・教室不足等の解消のための施設整備 等

○特別支援学校等の学習指導要領の改訂

・重度・重複化への対応、個別の指導計画等の作成、職業教育充実、

交流及び共同学習の推進等

○特別支援教育担当教員の専門性の向上

・各都道府県の指導者を対象とした専門的研修の実施

○(独)国立特別支援教育総合研究所の充実

・発達障害教育情報センターの設置、専門的・実践的研修の実施

※ 数値は、義務教育段階における全児童生徒数に占め
る対象児童生徒数の割合。（）内は対象児童生徒数。

・盲学校、聾学校、養護学校を障害種別を超えた特別支援学校に一本化。

・特別支援学校においては、在籍児童生徒等の教育を行うほか、小中学校等に 在籍する障害のある児童
生徒等の教育について助言援助に努める旨を規定。

・小中学校等においては、発達障害を含む障害のある児童生徒等に対して適切な教育を行うことを規定。

特別支援教育の理念

学校教育法の一部改正(平成１９年４月施行）

特別支援教育の課題 具体的な施策

特別支援教育の対象者

特別支援教育の充実

通常学級にＬＤ(学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥
多動性障害）等の児童生徒が約６．３％で在籍
の可能性（Ｈ１４文部科学省調査）

④

0.57％（約6万1千人）通級による指導③

1.37％（約14万5千人）小・中学校の

特別支援学級

②

0.60％（約6万4千人）特別支援学校①
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〔義務教育段階〕
特別支援教育の対象の概念図

視覚障害
聴覚障害
知的障害
肢体不自由

0.83（％）

（約９万１千人）

ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等

６.3％程度の在籍率

視覚障害
聴覚障害
肢体不自由
病弱・身体虚弱

言語障害

視覚障害 知的障害
聴覚障害 肢体不自由

特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数 １０６３万人

（※２を除く数値は平成２２年５月１日現在）

自閉症
情緒障害
学習障害（ＬＤ）
注意欠陥多動性障害（ ＡＤＨＤ）

0.60％
（約６万４千人）

0.57％

（約２７万人）

※２

2.54％

（約６万１千人）

※１

視覚障害 肢体不自由
聴覚障害 病弱・身体虚弱

知的障害 言語障害

自閉症・情緒障害 1.37％

小 学 校 ・ 中 学 校

病弱・身体虚弱

特別支援学級

通常の学級

通級による指導

（約１４万５千人）

※１ ＬＤ（Learning Disabilities）：学習障害
ＡＤＨＤ（Attention-Deficit / Hyperactivity Disorder) ：注意欠陥多動性障害

※２ この数値は、平成１４年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。
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1.4%0.8%－1.2%
学習面と
行動面共に

3.0%1.2%－2.9%行動面

4.6%1.4%－4.5%学習面

6.2%1.8%4.5%6.3%
学習面ないし
行動面

調査結果
（著しい困難
を示す児童
生徒の割合)

文科省チェック項目
を使用、複数の
教員にて判断

文科省チェック項目
を使用、教員及び
校内委員会にて
判断

文科省チェック
項目を使用、教員
及び校内委員会
にて判断

文科省チェック項目
を使用､複数の教員
にて判断

調査方法

県内小・中学校の
児童生徒の約3％
を抽出

県内全ての小・中学
校児童生徒 （但し、
気になる子どもに
ついて調査票作成）

県内小・中学校の
児童生徒の約30％
を抽出

全国５地域の小・
中学校児童生徒の
2.5％を抽出

対象

平成18年9月平成18年7月平成18年2月平成14年2月実施時期

山形県秋田県岩手県（H14文科省調査）都道府県・市町村

各都道府県・市町村における発達障害のある児童生徒の実態調査について
（小・中学校：文科省調査に準じたもの）
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発達障害等困難のある生徒の中学校卒業後における
進路に関する分析結果 概要（平成２１年３月時点）

※１：専門教育を主とする学科
※２：普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に施す学科

－課程別、学科別における高等学校進学者中の発達障害等困難のある生徒の割合－

【調査対象】
平成１４年度の文部科学省全国調査※に準じた方法で、実態調査を実施した中学校における

平成２０年度卒業の生徒の一部について実施（対象生徒数約１万７千人）。

【集計結果】
調査対象の中学校３年生のうち、発達障害等困難のある生徒の割合は約２．９％であり、そ

のうち約７５．７％が高等学校に進学することとしている。
これらの高等学校に進学する発達障害等困難のある生徒の、高等学校進学者全体に対する

割合は約２．２％。

【実施方法】
平成１４年度の文部科学省全国調査に準じた方法で、平成１８年度以降に実態調査を実施した

中学校の３年生の一部を対象として、各中学校において発達障害等困難のある生徒の卒業後の
進路を分析・推計※

※ 「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」

※ 学級担任を含む複数の教員により判断したものであり、医師の判断による発達障害のある生徒の割合を示したものではない。

３．６％総合学科※２１５．７％通信制

２．６％専門学科※１１４．１％定時制

２．０％普通科１．８％全日制

学科別課程別
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児童生徒数 対象者数 割合（％） 児童生徒数 対象者数 割合（％） 児童生徒数 対象者数 割合（％）

18年度 85,557 3,366 3.93 40,273 1,064 2.64 － － －

19年度 85,594 4,084 4.77 40,557 1,400 3.45 33,198 278 0.84

20年度 86,625 4,878 5.63 40,198 1,642 4.08 32,370 368 1.14

21年度 86,379 5,684 6.58 40,357 1,710 4.24 32,346 635 1.96

小学校 中学校 高等学校

※通常の学級に在籍する児童生徒で発達障害（LD、ADHD、高機能自閉症等）により、特別な教育的支援を受ける必要が

あると校内委員会において判断した児童生徒数 （公立の小・中・高等学校のみ）

滋賀県：特別な支援が必要だと思われる児童生徒数の年次推移

6.58
5.63

4.77

3.93
4.24

4.08
3.45

2.64

1.96

1.14
0.84

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

18年度 19年度 20年度 21年度

小学校

中学校

高等学校

％

（実施せず）
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※平成18年度までの表記は盲学校、聾学校及び養護
学校とする。以下同じ。

①特別支援学校の現状 （平成22年5月1日現在）

1,03913129665611682学 校 数

121,81519,33731,530106,9208,5915,774在籍者数

計病弱・身体虚弱肢体不自由知的障害聴覚障害視覚障害

※注：平成19年度以降の数値は、複数の障害種に対応できる特別支援学校制度へ転換したため、幼児児童生徒の障害種は学級編制に

より集計し、学校数については、対応している障害種毎に集計した。そのため、重複障害学級在籍者および複数の障害種に対応して
いる学校についてはそれぞれの障害種に重複してカウントしているため、各障害種の数値の合計は特別支援学校の計とは一致しない。

特別支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高等部）在籍者数の推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年

特別支援学校
在籍者数計

視覚障害

聴覚障害

知的障害

肢体不自由

病弱・身体虚弱
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②特別支援学級の現状（平成22年5月1日現在）
特別支援学級は、障害の比較的軽い子どものために小・中学校に障害の種別ごとに置かれる

少人数の学級（８人を上限）であり、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱、弱視、難聴、言語障
害、自閉症・情緒障害の学級がある。

1,262

750

難聴

1,521

507

言語障害

44,01016,2713091,1902,56722,416学 級 数

145,43155,7823732,1294,26580,099在籍者数

計自閉症・

情緒障害

弱視病弱・

身体虚弱

肢体不自由知的障害

…

特別支援学級数及び特別支援学級在籍者数の推移

77 ,240
81 ,827

85 ,933
90 ,851

96 ,811
104 ,544

113 ,377

124 ,166

135 ,166
145 ,431

44 ,01042 ,06740 ,00437 ,94135 ,94632 ,323 34 ,01430 ,92129 ,35627 ,711

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

１３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

特別支援学級数
特別支援学級在籍者数
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③通級による指導の現状
通級による指導は、小・中学校の通常の学級に在籍している障害の軽い子どもが、ほとんどの

授業を通常の学級で受けながら、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場（通級指導教室）
で受ける指導形態である。通級の対象は、言語障害、自閉症、情緒障害、学習障害（ＬＤ）、注意
欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）、弱視、難聴などである。

・
・
・

・
・
・

8
※ 各年度 ５月1日現在

・
・

・

・
・

・

通級による指導対象児童生徒数の推移

11,963

38,738

43,078

46,956

50,569

56,254

39,764

296

1,604

1,684

2,162

2,729

3,452

4,383

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

平成５年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

小学校

中学校
・
・
・

・
・
・



※各年度５月１日現在
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成１８年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定
（併せて「自閉症」も平成１８年度から対象として明示：平成１７年度以前は主に「情緒障害」の通級指導教室にて対応）

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）

v

12259

14069

16700

20006

22928
24342

25922
27547

29565

31767

33652
35757

38738

41448

45240

49685

54021

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（障害種別 公立小・中学校合計）

9,654 11,183
13,486

16,638
19,217 20,461 21,944 23,290 24,850 26,453 27,718 28,870 29,907 29,713 29,340 29,860 30,390 31,066

1,268
1,275

1,356

1,434

1,553
1,561

1,520
1,597

1,629
1,794

1,750
1,854

1,995 1,943 2,113 2,101 2,118 2,233

1,337
1,611

1,858

1,934

2,158
2,320

2,458
2,660

3,086
3,520

4,184
5,033

6,836
2,898 3,197 3,589

4,710
5,7373,912 5,469

7,047
8,064

9,148

1,351
2,485

3,682

4,726

6,655

1,631

2,636

3,406

4,013

5,798

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

H５ H６ H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

注意欠陥多動性障害

学習障害

自閉症

情緒障害

難聴その他

言語障害

12,259

14,069

16,700

20,006

22,928
24,342

25,922

27,547
29,565

31,767

33,652
35,757

38,738

41,448

45,240

49,685

60,637

54,021
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・従来の盲・聾・養護学校ごとの教員免許状を特別支援学校の教員免許状とし、当該免許状の
授与要件として、大学において修得すべき単位数等を定めるとともに、所要の経過措置を設け
る。

・盲学校、聾学校、養護学校を障害種別を超えた特別支援学校に一本化。

・特別支援学校においては、在籍児童等の教育を行うほか、小中学校等に 在籍する障害の

ある児童生徒等の教育について助言援助に努める旨を規定。

・小中学校等においては、学習障害（ＬＤ）・注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等を含む障害のあ
る児童生徒等に対して適切な教育を行うことを規定。

児童生徒等の障害の重複化に対応した適切な教育を行うため、従来の盲・ 聾・養護

学校から障害種別を超えた特別支援学校とするなどの改正を行う。

趣 旨

教育職員免許法の一部改正

学校教育法の一部改正

学 校 教 育 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 1 8 年 法 律 第 8 0 号 ） の 概 要

概 要

・特別支援学校の創設及び特殊教育を特別支援教育に改めることに伴い、関係法律について
所要の規定の整備を行う。

その他関係法律の一部改正

平成１９年４月１日

施行期日
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特別支援学校は、地域の特別支援教育のセンター的役割を担う

特別支援学校

特別支援学校

医療福祉
労働大学

保育所 幼稚園

高校小学校
中学校

連携

支援

学校教育法等の一部改正（H19.4～）

センター的機能の具体例

①小・中学校等の教員への支援

②特別支援教育等に関する相談・情報提供

③障害のある児童生徒等への指導・支援

④福祉、医療、労働関係機関等との連絡・調整

⑤小・中学校等の教員に対する研修協力

⑥障害のある児童生徒等への施設設備等の提供

特別支援学校のセンター的機能
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第１章 総則
第４ 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項

（8） 障害のある生徒などについては、特別支援学校等の助言又は援助を活用しつ

つ、例えば指導についての計画又は家庭や医療、福祉等の業務を行う関係機関
と連携した支援のための計画を個別に作成することなどにより、個々の生徒の障
害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うこと。
特に、特別支援学級又は通級による指導については、教師間の連携に努め、

効果的な指導を行うこと。

【改訂のポイント】
・学校全体で特別支援教育に取り組むための校内支援体制の整備
・一人一人の実態等に応じた指導の充実
・交流及び共同学習の推進

＜中学校学習指導要領＞ （小学校学習指導要領及び高等学校指導要領もほぼ同旨）

２．学習指導要領の改訂

（１）小・中学校学習指導要領（平成20年3月告示）

＜中学校学習指導要領解説 総則編＞

第３章
第５節 ８ 障害のある生徒の指導

中学校には、特別支援学級や通級による指導を受ける障害のある生徒とともに、
通常の学級にもＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、自閉症などの
障害のある生徒が在籍していることがあり、これらの生徒については、障害 の状態等
に即した適切な指導を行わなければならない。
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（２）特別支援学校学習指導要領等（平成21年3月告示）

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

２
．
主
な
改
善
事
項

１．今回の改訂の
基本的考え方

幼稚園、小学校、中学校
及び高等学校の教育課
程の改善に準じた改善

障害の重度・重複化、多
様化に対応し、一人一人
に応じた指導を一層充実

自立と社会参加を推進す
るため、職業教育等を充
実

○ 障害の重度・重複化、発達障害を含む多様な障害に応じた指導を充実するため、「自立
活動」の指導内容として、「他者とのかかわりの基礎に関すること」などを規定

○ 重複障害者の指導に当たっては、教師間の協力した指導や外部の専門家を活用するな
どして、学習効果を高めるようにすることを規定

障害の重度・重複化、多様化への対応

○ 一人一人の実態に応じた指導を充実するため、全ての幼児児童生徒に「個別の指導計
画」を作成することを義務付け

○ 学校、医療、福祉、労働等の関係機関が連携し、一人一人のニーズに応じた支援を行うた
め、すべての幼児児童生徒に「個別の教育支援計画」を作成することを義務付け

一人一人に応じた指導の充実

○ 特別支援学校（知的障害）における職業教育を充実するため、高等部の専門教科として
「福祉」を新設
○ 地域や産業界と連携し、職業教育や進路指導の充実を図ることを規定

自立と社会参加に向けた職業教育の充実

○ 障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同学習を計画的・組織的に行うこと
を規定

交流及び共同学習の推進
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○学習指導要領の実施時期
小学校・中学校・高等学校学習指導要領等の実施スケジュールに準拠

高等学校

（高等部）

中学校

（中学部）

小学校

（小学部）

幼稚園

（幼稚部）

平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度

告
示

全面実施

全面実施

学年進行
で実施

告
示

告
示

告
示

全面実施

周知・徹底

周知・徹底

周知・徹底

周知・徹底

算数、理科

総則等

数学、理科

総則等

先行実施 総則等

先行実施(学年進行)

数学、理科

先行実施

先行実施

新学習指導要領等の実施スケジュール

（*注：特別支援学校幼稚部・小学部・中学部の学習指導要領告示は平成21年3月）

*

*

*
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(1) 特別支援教育の推進に関する調査研究協力
者会議 審議経過報告（概要：平成22年３
月）

(2) 特別支援教育の更なる充実に向けて（審議
の中間とりまとめ）～早期からの教育支援
の在り方について～（平成21年２月）

(3) 高等学校ＷＧ報告（平成21年８月）主な
ポイント

３. 特別支援教育の更なる充実に向けて
（調査研究協力者会議の検討・提言等）
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○ 特別支援教育の更なる充実を図るための検討の方向性及び課題について、以下のとおり整理

特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議 〔平成22年3月24日〕
審議経過報告（概要）

①改正学校教育法（H19年度～）への対応
・複数障害への対応を含めた適正配置、計画的整備
・センター的機能の取組推進、理解啓発、関係機関とのネットワークづくり

②交流及び共同学習（副籍,支援籍等を含む）
・居住地校交流に係る理解啓発
・直接交流に係る教育課程上の位置づけ、評価、安全確保

③職業教育・就労支援
・職域の拡大・就労に向けた教育課程の見直しや支援方法の開発推進
・多様な就業体験の充実（小・中学部段階からの職場体験活動の機会拡大など）

１．特別支援学校

①校内体制の整備
・支援の「質」の一層の充実（校長の理解促進と適切なリーダーシップ、
全校的体制の構築など）

・特別支援教育に係る教員配置
(すべての学級に発達障害の児童生徒が在籍する可能性）

②特別支援教育コーディネーター
・研修等を通じた人材養成の推進
・複数配置による専門性の相互補完,組織的対応

・スペシャリスト配置による地域全体の推進強化
・校務専念のための環境整備

③個別の教育支援計画、個別の指導計画
・必要な者に対する個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成・活用

（実態把握、専門性やノウハウに関する小・中学校への支援、
センター的機能活用、PDCAサイクルの確立など）

・個別の教育支援計画と類似の計画との関係整理
（生涯にわたる一貫した支援の観点）

④特別支援教育支援員
・すべての学級に発達障害等の児童生徒が在籍する可能性を踏まえた配置促進、
地域格差是正

・人材確保や研修の在り方、教員との役割や責任分担、学生支援員の活用促進、
NPOとの連携及び役割分担

⑤特別支援学級、通級指導
・担当教員の専門性向上、児童生徒の実態に応じた教育課程編成
・知的障害のある児童生徒、境界域の児童生徒への対応
・他校通級が多い実態への対応、巡回指導の促進

⑥特別支援教室構想
・児童生徒が籍を置かない「教室」への教員配置システムの在り方
・必要な指導時数、在籍学級と特別支援教室との指導や責任の分担、教育課程
の編成・実施・評価等の在り方

・特別支援教室担当教員と在籍する通常学級担当教員双方の専門性確保
の在り方

○ 平成21年2月の中間とりまとめ「特別支援教育の更なる充実に向けて」において、①早期からの教育相談・支援の充実、②就学指導の在り方、
③継続的な就学相談・指導の実施、④居住地の小・中学校とのかかわり、⑤市町村教育委員会等の体制整備、⑥障害者権利条約、について提言・報告

○ 特に、就学相談・指導の在り方については、今後、障害者権利条約批准のための政府全体の障害者制度改革の検討状況も踏まえつつ、更なる検討が必要

２．早期からの教育支援、就学相談・指導

３．小・中学校における特別支援教育
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①学校外の人材の活用と関係機関との連携協力

・各学校と地域における医療、保健、福祉、労働等との効果的かつ
効率的な連携・協力

・外部専門家（PT,OT,ST等）の活用など教員を支えるシステムづくり

・学校単位での専門性担保、地域単位での支援体制の整備

②親の会、NPOや学校ボランティア等との連携協力
・新しい公共の視点を踏まえつつ、各地域における親の会、 NPO、

学校支援ボランティア等の活用推進
・NPO等の育成・支援の在り方、
・関係機関、親の会、NPO等との連携及び有機的なネットワークの構築

①特別支援学校教員の専門性
・免許状の各教育領域に共通する専門性や教育領域ごとの
専門性確保

・免許状保有率の向上、他領域の免許状取得の計画的促進
・教育職員免許法附則16項「当分の間」の扱い

・弾力的な人事上の配慮（同一校の在職年数延長、
特別支援学校間の適切な異動など）

②小・中学校の担当教員等（※）の専門性
※ 特別支援学級担任、通級指導担当教員、特別支援教育コーディネーター

・各障害種の専門性を担保できる仕組み
・特別支援教育の経験が少ない若手教員への支援の仕組み
・個別の指導計画等の作成・活用のため、専門性のある者が支援する体制の確立
・特別支援学級担当教員等の特別支援学校教諭免許状取得促進のための環境醸成
・弾力的な人事上の配慮（同一校の在職年数延長、特別支援学校との適切な
人事交流など）

○ 特別支援学校、特別支援学級、通級指導担当教員、特別支援教育コーディネーター、通常学級担当教員

それぞれが必要とする特別支援教育に関する知識及び理解
○ 特別支援学校教諭免許状の在り方について、教員資質向上方策の見直しの動向を踏まえ要検討
○ 採用、配置（人事異動）、研修等を通じた専門性の確保

③小・中学校通常学級担当教員の専門性
・特別支援教育に関する基礎的知識（障害特性、障害に配慮した指導、個別の指導計画の作成・活用など）
・特別支援教育のみならず、学級経営力、授業力、人間形成力など教員としての基本的資質の総合力
・各教科等への特別支援教育の視点を加えた授業力
・具体的かつ実践的な研修（教員と専門医等の連携によるケーススタディなど）

○ 平成21年8月の高等学校WG報告「高等学校における特別支援教育の推進について」において、

①高等学校における特別支援教育の必要性、②高等学校における特別支援教育体制の充実強化、
③発達障害のある生徒への指導・支援の充実、
④高等学校入試における配慮や支援等、⑤キャリア教育、就労支援等、について提言

○ 今後、先進的な取組事例の蓄積、成果を踏まえつつ、上記提言に沿って、高等学校における特別

支援教育の推進、充実に積極的に取り組むことが必要

４．高等学校における特別支援教育

６．学校外の人材や関係機関、民間団体等との連携協力

５．特別支援教育担当教員等の専門性
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◇ 特別支援教育の更なる充実に向けて（審議の中間とりまとめ）

～早期からの教育支援の在り方について～

平成２１年２月１２日

☆基本的な考え方

障害のある子どもに対する多様な支援全体を一貫した「教育支援」
と捉え、個別の教育支援計画の作成・活用を通じて、特別支援教育の
理念の実現を図る。

○早期からの教育相談・支援の充実

・ 教育委員会は、特別支援学校のセンター的機能等の十分な活用を図るとともに、体制整備
や専門性の向上、医療、福祉、保健等関係機関との連携による情報共有化等を通じて、
早期からの教育相談・支援の更なる充実を図ることが必要。

・ 幼稚園での個別の教育支援計画の作成・活用等を推進するため、教育委員会が首長部局等
と連携しつつ、専門家チームの派遣や教員研修の機会を提供するなど、幼稚園等に対する
支援を充実することが必要。
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○就学指導の在り方

・ 幼児教育段階から、義務教育への円滑な移行を図るため、市町村教育委員会が幼稚園、
保育所、医療、福祉、保健等の関係機関と連携して就学移行期における個別の教育支
援計画を作成する。

・ 障害のある子どもが就学する学校について、個別の教育支援計画の作成・活用を通じ
て、障害の程度が「就学基準」に該当するかどうかに加えて、必要な教育的ニーズ、
保護者や専門家の意見、就学先の学校における教育や支援の内容等を総合的に判断し
て決定する仕組みとする。

・ 就学する学校の決定は、個別の教育支援計画の作成・活用を通じて保護者との共通
認識を醸成し、保護者の意見を十分に踏まえることを前提として、制度としては義務
教育を実施する責任を有する教育委員会が決定することとし、就学後も継続的な就学
相談・指導を行うなど適切かつ柔軟できめ細かな対応を行うことが必要。

○居住地の小・中学校とのかかわり

・ 特別支援学校に就学する児童生徒が、居住地の小・中学校との交流を深めるための
取組（東京都の副籍、埼玉県の支援籍等）について、国においても指針を示すこと
等により促進。

○市町村教育委員会等の体制整備

・ 市町村教育委員会等が適切な教育支援を行うためには、教育委員会に特別支援教育
の経験豊かな職員を配置したり、退職教員を非常勤職員等として配置したりするな
どの体制整備を図ること等が必要。
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キャリア教育・就労支援等
・社会生活・就労への適応力向上の

ための指導・支援充実
（SST*など：モデル事業成果の普及、

特別支援学校との連携等）

・関係機関との連携・情報提供
（学校・企業の橋渡し人材配置等）

・卒業後の継続的就労支援
[ * Social Skill Training ]

高等学校WG 報告主なポイント

体制の充実強化と指導・支援の充実方策
・管理職・教職員や生徒・保護者の理解・認識向上
・専門性ある支援員の配置（財政措置の必要性）
・生徒指導等既存の校内組織との連携
・特別支援学校のセンター的機能活用／私立高校への支援

・障害特性に応じた教科指導／多様な評価方法（レポート指導等）
・特別の教育課程編成の検討（学習指導要領による教育課程の弾力

的運用／通級指導に類する実践等：生徒の自尊感情への配慮要）
・ICTの活用／先進・優良実践事例の情報集積・発信

体
制
充
実

指
導
充
実

入試における配慮・
支援

・公平性を基本とした
配慮と保護者への周知

・中高連携（情報提供･
入学決定後の引継ぎ等）

入口側の支援

出口側の支援

高校の内容（体制・指導）充実

特別支援教育の必要性・体制整備状況

・中教審答申(H17)、学校教育法改正
・高校進学者の約２％が支援を要する状況

(全日制に比し定時制･通信制では相対的に高い割合)

・小･中に比し体制整備に相対的遅れ（校内委・
コーディネーター：7割強､個別の指導計画･教育
支援計画：1割前後 → 特に私立高の遅れ顕著）

・各種モデル事業等の成果を踏まえた対応が進捗

必
要
性

現
状

平成21年８月27日 特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議 高等学校ワーキング・グループ
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(1) 幼稚園、小・中学校、高等学校の状況

(2) 国公私立別の状況

(3) 校内体制・コーディネーターの活動状況等

(4) 学校における特別支援教育推進上の課題

４. 学校における支援体制の整備状況･課題

(1)～(3) 出典：

文部科学省 平成２２年度特別支援教育体制整備状況調査

（調査期日：平成22年9月1日）

21



（１）幼稚園、小・中学校、高等学校の状況

●全ての調査項目で平成21年度を上回っており、全体として体制整備が進んでいる状況

がうかがえる。
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国公私立計・幼小中高計・項目別実施率－全国集計グラフ（平成19～22年度）
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●公立小・中学校においては、「校内委員会の設置」、「特別支援教育コーディネーターの
指名」といった基礎的な支援体制はほぼ整備されている。
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●小・中学校に比べ、幼稚園・高等学校は依然として体制整備に遅れが見られる。
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国公私立計・幼小中高別・項目別実施率－全国集計グラフ（平成22年度）
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（２）国公私立別の状況

●国公私立別で比較すると、全体的に私立学校の体制整備に遅れが見られる。
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1回
7,565校
(18.0%)

2回
9,774校
(23.2%)

3回
6,862校
(16.3%)

4回以上
16,126校
(38.3%)

0回
1,815校
(4.3%)

（３）校内体制・コーディネーターの活動状況等
（校内委員会の開催／連絡調整／研修の実施）

実施済
83.7%

未実施
16.3%

②国公私立計・幼小中高計・
「特別支援教育コーディネーター」連絡調整等の実施状況
－全国集計グラフ（平成22年度）

①国公私立計・幼小中高計・「校内委員会」開催回数状況
－全国集計グラフ（平成22年度）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講済 584,276人
（58．1％）

未受講 421,386人
（41．9%）

うち行政研修受講
342,910人 （34．1%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未受講 29,225人
（29．7%）

受講済 69,076人
（70．3%）

うち行政研修受講
56,052名（57．0％）

②国公私立計・幼小中高計・管理職研修受講率－全国集計グラフ（平成22年度）

①国公私立計・幼小中高計・教員研修受講率－全国集計グラフ（平成22年度）

教員等研修の実施状況
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56

158

273

365

396

444

420

462

437

550

50

170

265

401

423

463

480

486

508

575

0 100 200 300 400 500 600 700

その他

自傷行為や他の児童への危害が心配で目が離せない

教室外に出てしまうので安全確保ができない

集団行動ができず指導ができない

規則や決まり、約束が守れない

学習に極端な遅れがあり指導が困難

その児童の行動が原因となり学級の授業に支障が生じる

注意しても聞かない、指示が通らない

友達とのトラブルが絶えない

授業に参加できない、学習についていけない

2１年度

20年度

発達障害のある児童に対する指導で困っている内容

（複数回答）

（校）

(4) 学校における特別支援教育推進上の課題
［ 平成21年度 全国連合小学校長会 （全連小） 特別支援教育
委員会調査結果（H21. 7～8）より ① ］

行動面の困難が
全体の２・３・４位

平成20年度 n=764 平成21年度 n=743
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発達障害のある児童への教育的支援状況
［ 全連小 特別支援教育委員会 調査結果（H21. 7～8）より ② ］

平成20年度 n=9,530 平成21年度 n=10,921

397

210

457

502

966

1297

5701

444

353

492

691

1091

1588

6262

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

その他

特に手だてを講じられない

別の教員が付き添う

特別支援学級の担当者が指導

取り出し指導の時間を取る

介助員,指導補助員

学級担任の個別的な配慮

2１年度

20年度

通常の学級に在籍する発達障害のある児童に対しての
教育的支援の対応別件数

（件）

（複数回答）
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発達障害のある児童への個別的配慮の内容
［ 全連小 特別支援教育委員会 調査結果（H21. 7～8）より ③ ］

113

256

339

479

131

243

342

503

0 100 200 300 400 500 600

その他

個に応じた家庭学習を準備

教材等を個に応じて作成、指導

休み時間や放課後などに個別指導

2１年度

20年度

個別的な配慮の内容

（校）

（複数回答）

平成20年度 n=671 平成21年度 n=703

全体の７割強のケースで休み時間や放
課後等の個別指導を実施

30



取り出し指導の指導者（複数回答）
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6

24
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80

108

54

10

35

49

63

64

69

108

111

115

0 20 40 60 80 100 120 140

その他

ボランティア

学生支援員

校長

非常勤講師

補充の指導などによる他の教員

教頭

特別支援学級担任

指導補助員、介助員等

加配教員

20年度 2１年度

平成２０年度 ｎ＝３２１ 平成２１年度 ｎ＝３５３

取り出し指導の指導者
［ 全連小 特別支援教育委員会 調査結果（H21. 7～8）より ④ ］

・加配教員、介助員等、特別支援学級担任が
それぞれほぼ３割

・校長又は教頭も全体の３割強で指導に対応
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22

60

129

117

204

218

187

214

264

256

437

546

26

78

119

135

176

216

224

225

256

272

432

566

0 100 200 300 400 500 600

その他

理解啓発のための印刷物等の配布

特別支援学校等の地域連携を強化、支援を受ける

指導のための施設設備の設置

個別教育支援計画を作成、きめ細かな指導

コーディネーターの加配配置

校内体制を整備し、教職員の協力体制の強化

通級できる学級の設置

研修の充実を図り担任の指導力向上

１学級の人数を減らすこと

指導補助員、介助員、学生支援員等の配置

指導できる教員の増設置

2１年度
20年度

困難を解決するための対応

（複数回答） 平成20年度 ｎ＝７６４ 平成21年度 ｎ＝７７５

（校）

教育推進上の困難解決への対応策
［ 全連小 特別支援教育委員会 調査結果（H21. 7～8）より⑤ ］

指導力ある教員の増配置と少人数学級化、

校内体制整備、通級できる学級の設置等

のニーズ大
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教 員 が 子 ど も と 向 き 合 う 環 境 づ く り 新 学 習 指 導 要 領 の 円 滑 な 実 施 の た
め の 指 導 体 制 整 備

加 配 教 職 員 定 数 に つ い て （ 義 務 ）

加 配 教 職 員 定 数 は 、 習 熟 度 別 指 導 の た め の 少 人 数 指 導 等 の 実 施 、
い じ め や 不 登 校 等 へ の 対 応 な ど 、 学 校 が 個 々 に 抱 え る 問 題 解 決 の
た め に 学 級 担 任 等 の 基 本 的 な 教 職 員 定 数 と は 別 に 特 例 的 に 措 置 し
て い る も の 。

平 成 ２ ３ 年 度 予 算 に お け る 加 配 教 職 員 定 数 一 覧

加 配 事 項 内 容 予 算 定 数

指 導 方 法 工 夫 改 善 少 人 数 指 導 、 習 熟 度 別 指 導 、 テ ィ ー ム ・ テ ィ ー チ
( 法 7 条 2 項 ) ン グ な ど き め 細 か な 指 導 方 法 改 善 3 9 , 4 2 3 人

通 級 指 導 対 応 比 較 的 軽 度 の 障 害 の あ る 児 童 生 徒 の た め の い わ ゆ
( 法 1 5 条 3 号 ) る 通 級 指 導 対 応 4 , 3 4 0 人

児 童 生 徒 支 援 い じ め 、 不 登 校 や 問 題 行 動 へ の 対 応 、 地 域 や 学 校
( 法 1 5 条 2 号 ) の 状 況 に 応 じ た 教 育 指 導 上 特 別 な 配 慮 が 必 要 な 児 6 , 6 7 7 人

童 生 徒 対 応

主 幹 教 諭 の 配 置 主 幹 教 諭 の 配 置 に 伴 う マ ネ ジ メ ン ト 機 能 の 強 化 へ
( 法 1 5 条 4 号 ) の 対 応 1 , 4 4 8 人

研 修 等 定 数 資 質 向 上 の た め の 教 員 研 修 、 初 任 者 研 修 、 教 育 指
( 法 1 5 条 6 号 ) 導 の 改 善 研 究 対 応 5 , 4 8 4 人

養 護 教 諭 い じ め 、 保 健 室 登 校 な ど 心 身 の 健 康 へ の 対 応
( 法 1 5 条 2 号 ) 2 8 2 人

栄 養 教 諭 等 肥 満 、 偏 食 な ど 食 の 指 導 へ の 対 応
( 法 1 5 条 2 号 ) 2 7 9 人

事 務 職 員 事 務 処 理 の 効 率 化 な ど 事 務 の 共 同 実 施 対 応
( 法 1 5 条 5 号 ) 8 7 2 人

合 計
5 8 , 8 0 5 人

５．指導体制・リソースの充実強化
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